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 令和７年３月１８日の日本経済新聞社の報道に、本市は早ければ令和８年度に

産業用地の確保に乗り出すとありました。場所は国道１１号線と県道１３号線の

結節地点である船屋交差点からいよ西条インターチェンジに至る幹線道路沿いが

候補地で検討するとされていました。

 令和７年度末に完成する「都市計画マスタープラン策定事業」が完成した後に

用途見直しとされているが、この報道についてどのような見解を持たれています

か？

 昨年の１０月以降に愛媛県が半導体産業の誘致を本格化させるため、奨励金を

現行の５億円から最大で１０倍の５０億円とすることを決定しました。

 また、県内で不足する大規模な産業用地として、愛媛県が西条市で進めている

廃棄物処理活用用地の地盤改良整備事業に取り組み、令和８年度から企業を公募

する予定であることも公表されました。

 これを受けて、西条市においても、「都市計画マスタープラン」の見直しが開

始されていた事に合わせて、日本経済新聞より西条市における産業用地確保に向

けた取組概要について取材がありました。

 取材の中で、都市計画マスタープランの見直しは約２０年程度先の目指すべき

都市像を策定するもので、用途地域を変更して産業用地とするためだけではない

事や、候補となる場所の諸条件なども説明をしました。

今後、見直しには都市計画法の手続きに沿って進める事となるため、変更となる

可能性が高いことなども説明していましたが、結果的に今回の報道内容に至って

います。

 報道の内容自体は県事業も含めて、現在、西条市で進めている新たな産業用地

の確保に向けた取組内容が、市内外の企業などへ広く発信できたという点につい

ては一定評価しています。

 今回の報道内容は、変更となる可能性は高いが、産業用地の確保先として船屋

交差点から、いよ西条インターチェンジまでの幹線道路沿いが候補地として検討

されています。


